
 

 

○鹿沼市低入札価格取扱要綱 

平成13年３月22日告示第47号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鹿沼市財務規則（昭和39年鹿沼市規則第７号。以下「財務規則」という。）

第70条の２第１項の規定に基づき、契約の内容に適合した履行がされないおそれがある場合にお

ける落札者の決定に関し必要な手続を定めるものとする。 

（対象とする契約） 

第２条 この要綱は、総合評価落札方式による入札の工事の請負契約を締結しようとする場合につ

いて適用する。 

（調査基準価格の設定） 

第３条 契約を締結しようとする場合は、契約ごとに財務規則第70条の２第１項の規定に基づき、

調査基準価格を定めるものとする。 

２ 調査基準価格は、予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満の端数は、切り捨てる。）

の合計額（その額が工事価格に10分の9.2を乗じて得た額を超える場合は10分の9.2を乗じて得た

額、その額が工事価格に10分の7.5を乗じて得た額に満たない場合は10分の7.5を乗じて得た額）

から１万円未満の端数を切り捨てた額に消費税及び地方消費税相当額を加えて得た額とする。 

(１) 直接工事費の額（建築工事及び設備工事にあっては、これに10分の９を乗じて得た額（１円未

満の端数は、切り捨てる。））に10分の9.7を乗じて得た額 

(２) 共通仮設費の額に10分の９を乗じて得た額 

(３) 現場管理費の額（建築工事及び設備工事にあっては、これに直接工事費の10分の1を乗じて得

た額（１円未満の端数は、切り捨てる。）を加えた額）に10分の９を乗じて得た額 

(４) 一般管理費の額に10分の6.8を乗じて得た額 

３ 前項の調査基準価格は、予定価格調書に明記するものとする。 

（入札書比較価格に対する調査基準価格の公表） 

第４条 入札書比較価格に対する調査基準価格は、落札者との契約締結後に公表するものとする。 

（失格基準価格の数値的判断基準の設定） 

第５条 第３条の規定により調査基準価格を定めた場合は、契約の相手方となるべき者により当該

契約の内容に適合した履行が見込めないと判断する価格（以下「失格基準価格」という。）を定



 

 

めるものとする。 

２ 失格基準価格は、第１号から第４号までの項目別基準及び第５号の総額基準の数値的判断基準

として定めた額とし、その額に予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者

（以下「最低価格入札者」という。）が入札時に提出した工事費内訳書に記載された額が一つで

も該当したとき又は工事費内訳書が設計書等の項目と同項目で作成されていないとき若しくは

入札価格と整合しないときは、当該入札は、失格とするものとする。ただし、第５号で算出した

額が調査基準価格から消費税及び地方消費税相当額を差し引いて得た額以上であるときは、同号

の規定は、適用しないものとする。 

(１) 直接工事費の額（建築工事及び設備工事にあっては、これに10分の９を乗じて得た額（１

円未満の端数は、切り捨てる。））が、予定価格算定の基礎となった直接工事費（建築工事及び

設備工事にあっては、これに10分の９を乗じて得た額（１円未満の端数は、切り捨てる。））に

10分の7.5を乗じて得た額から１万円未満の端数を切り捨てた額未満であること。 

(２) 共通仮設費の額が、予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額に10分の７を乗じて得た

額から１万円未満の端数を切り捨てた額未満であること。 

(３) 現場管理費の額（建築工事及び設備工事にあっては、これに直接工事費の額に10分の1を乗じ

て得た額（１円未満の端数は、切り捨てる。）を加えた額）が、予定価格算定の基礎となった現

場管理費（建築工事及び設備工事にあっては、これに直接工事費の額に10分の1を乗じて得た額（１

円未満の端数は、切り捨てる。）を加えた額）に10分の７を乗じて得た額から１万円未満の端数

を切り捨てた額未満であること。 

(４) 一般管理費の額が、予定価格算定の基礎となった一般管理費に10分の5.5を乗じて得た額

から１万円未満の端数を切り捨てた額未満であること。 

(５) 入札価格が、アからエまでの合計額からオの額を差し引いた額から１万円未満の端数を切

り捨てた額未満であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額（建築工事及び設備工事にあっては、これに

10分の９を乗じて得た額（１円未満の端数は、切り捨てる。））に10分の9.7を乗じて得た額 

イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額に10分の９を乗じて得た額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費（建築工事及び設備工事にあっては、これに直接工

事費の額に10分の1を乗じて得た額（１円未満の端数は、切り捨てる。）を加えた額）に10分の９



 

 

を乗じて得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費に10分の6.8を乗じて得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に10分の0.3を乗じて得た額 

３ 失格基準価格は、数値的判断基準に基づく失格基準価格調査表（別記様式）により行うものと

する。 

（落札の保留） 

第６条 開札において、最低価格入札者の申込価格（以下「最低入札価格」という。）が調査基準

価格未満の場合は、当該最低価格入札者等の落札を保留するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により落札を保留にしたときは、最低価格入札者等が提出した工事費内訳

書の内容が前条第２項の規定により失格基準価格に該当するかどうかを調査するものとする。 

３ 市長は、前条２項の規定により入札が失格となった場合を除き、最低価格入札者により当該契

約の内容に適合した履行がされないおそれがあるかどうかについて、契約検査課長等及び当該工

事担当課長（以下「契約調査職員」という。）に調査させるものとする。 

４ 契約調査職員は、前項の規定による調査（以下「調査」という。）を終了したときは、調査の

結果に意見を付し、鹿沼市入札管理委員会（以下「委員会」という。）に付議するものとする。 

（委員会の設置） 

第７条 調査を行うべき入札において、当該最低価格入札者の契約の履行能力を審査し、当該契約

の相手方を決定するため、委員会を置く。 

２ 委員会の組織及び運営については、別に定める。 

（調査の実施） 

第８条 調査を実施するときは、契約検査課長が主宰者となる。 

２ 調査は、次に掲げる事項を最低価格入札者から事情聴取又は関係機関に照会することにより行

うものとする。 

(１) その価格により入札した理由（入札価格内訳書の提出） 

(２) 調査対象工事付近の手持工事の状況 

(３) 調査対象工事に関連する手持工事の状況 

(４) 調査対象工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連（地理的条件） 

(５) 手持資材の状況 



 

 

(６) 資材購入先と入札者との関係 

(７) 手持機械の状況（台数等） 

(８) 労働者の具体的供給の見通し 

(９) 過去３年間に施工した主な公共工事名及び発注者 

(10) 下請発注予定の有無とその工事内容及び概算金額 

(11) 過去２か年の完成工事高と株主配当の状況（経営状況） 

(12) 過去３年間の鹿沼市発注の低入札価格調査に係る工事の施工状況 

(13) 信用状態（建設業法違反の有無・下請代金支払遅延の有無・賃金不払の有無） 

(14) その他必要な事項 

（調査に当たっての基本的な考え方） 

第９条 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の10第１項の趣旨を踏まえ、調査の結

果、次のいずれにも該当しないことを落札不落の判定基準とする。 

(１) 当該入札者が契約の内容に適合した履行をなさないおそれがあると認められること。 

(２) 当該入札者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあり、著しく不適当

であると認められること。 

２ 前条の調査に当たっては、調査対象工事単体として、入札額による履行の可否を判断するもの

とする。 

３ 第１項第２号の「公正な取引の秩序を乱すおそれ」の判断に当たっては、社会通念上正常な取

引がゆがめられることとなるような入札を排除する観点から、当該入札価格をもって、工事の施

工に係る実行予算が成り立つか否かを基本に履行の可否を判断するものとする。 

（調査による不落判断基準） 

第10条 前条に定める基本的な考え方に基づき、不落とする場合の具体的な判断基準は、次のとお

りとする。 

項目 内容 

１ 調査に協力しない場合 (１) 調査職員が指定した期限までに、調査に関する資料を提

出しないとき（事前に承諾を得た場合を除く。）。 

(２) 調査職員が指定した期限までに、第７条第２項各号に掲

げる書類を提出しないとき（事前に承諾を得た場合を除



 

 

く。）。 

(３) 事情聴取に応じないとき。 

２ 見積り数量が適正でない

場合 

発注者が示した設計図書及び仕様書等が計上した設計数量

（参考数量）を満足していないとき。 

３ 品質・規格が適正でない

場合 

材料・製品について、発注者が示した設計仕様に適合した品

質・規格を満足していないとき。 

４ 労務単価が適正でない場

合 

労務単価が法定最低賃金を下回っているとき。 

５ 工事費内訳書算出根拠が

適正でない場合 

(１) 算出根拠が明確でないとき。 

(２) 下請予定業者、資材購入予定業者、機材借上げ予定業者

等からの聞き取りにより、工事費内訳書記載価格がいわゆる

「指値」である等不当に低額に設定されたことが明白である

とき。 

(３) 下請、資材購入及び機材借上げについて、過去の取引実

績より今回取引予定額が低額である場合において、その根拠

が明確でないとき。 

(４) 不足経費について、会社経費等から補てんするなど、工

事単体として実行予算が成り立たないとき。 

６ 建設副産物の処理が適正

でない場合 

(１) 建設副産物の処理費用が計上されていないとき。 

(２) 建設副産物の処理経費が計上されている場合にあって

も、当該処理費用算出根拠が示されないとき又は過去の取引

実績より今回取引予定額が低額である場合において、その根

拠が明確でない等不当に低額な費用を計上しているとき。 

７ 監理（主任）技術者が専

任で配置できない場合 

(１) 契約書約款第12条に基づく監理（主任）技術者を専任で

配置できないとき。 

(２) この要綱第14条に基づく低入札価格調査に関する規定に

より、監理（主任）技術者とは別に、監理（主任）技術者と

同等の要件を満たす技術者を専任で配置できないとき。 



 

 

８ 上記のほか、適正な工事の履行が行われないおそれがあると認められる場合 

（落札者の決定） 

第11条 委員会は、低入札価格調査結果報告書に基づき当該最低価格入札者の契約の履行能力を審

査し、当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがないと認めたときは、最低

価格入札者を落札者とし、そのおそれがあると認めたときは、落札者としない旨を決定する。 

２ 前項の規定により最低価格入札者を落札者としない場合において、最低入札価格に次いで低い

価格（以下「次順位価格」という。）が調査基準価格以上の価格であるときは、当該次順位価格

の入札者を落札者とする。 

３ 前項の場合において、次順位価格が失格基準価格以上調査基準価格未満の価格であったときに

は、当該次順位価格につき第５条から前条までの規定を準用する。 

４ 委員会は、審査の結果及び契約の相手方を市長に報告しなければならない。 

（入札参加者への通知） 

第12条 市長は、前条第４項の規定による報告を受けたときは、入札参加者全員に対し、落札者等

の決定について通知するとともに、契約締結後に低入札価格調査結果を公表するものとする。 

（低入札価格調査制度適用の周知） 

第13条 市長は、調査基準価格を設定したときは、当該競争入札に参加しようとする者に対し、当

該競争入札に関し調査基準価格が設定されていることを周知するものとする。 

（補則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則（令和４年９月２１日告示第153号抄） 

（施行期日） 

 この告示は、令和４年１０月１日以降に公告し、又は指名通知を発送する入札から適用する。 

 

  



 

 

別記様式（第５条関係） 

数値的判断基準に基づく失格基準価格調査表 

 

 判 断 項 目  工事費内訳書の額 （数値的判断基準による算出額） 適・否 

（
項
目
別
判
断
基
準
） 

1 直接工事費の額 円  円  

2 共通仮設費の額 円  円  

3 現場管理費の額 円             円  

4 一般管理費の額 円  円  

（
総
額
判
断
基
準
） 

5 入 札 価 格 円 円 

 

鹿沼市低入札価格取扱要綱第 5条第 2項に該当する理由 

 

 

 

  

 （注）１ 数値的判断基準による算出額は、鹿沼市低入札価格取扱要綱第 5条第 2項の基準

に基づき算定し記入する。 

    ２ 適・否の欄は、基準額に適合していれば「○」を、不適合であれば「×」を記入する。 

３ 鹿沼市低入札価格取扱要綱第 5 条第 2 項に該当する理由は、工事内訳書が設計書等

の項目と同項目で作成されていないとき又は入札価格と整合しないときに

その理由を具体的に記入する。 

 


